
認定を受けた専攻科における教育の実施状況等の審査に関する細則 

 

平成１６年４月１日 

細則第４号 

最終改正 令和５年９月１２日 

 

 （趣旨） 

第１条 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定に関する規則（平成１６年４月１日

規則第２９号）（以下「規則」という。）第９条第２項及び第４項の規定に基づき、

教育の実施状況等の審査については、この細則の定めるところによる。 

 

 （審査の通知） 

第２条 機構長は、教育の実施状況等の審査を行う場合は、認定を受けた専攻科を置く

短期大学又は高等専門学校の設置者（以下「設置者」という。）に審査を行うことを、

審査実施年度の前年度の９月３０日までに通知するものとする。 

 

 （書類の届出） 

第３条 前条による通知を受けた設置者は、審査実施年度の５月３１日までに教育の実

施状況等届出書に次の各号に掲げる書類を添えて、届け出るものとする。 

一 専攻科等の概要を記載した書類 

二 学長又は校長及び専攻科の授業科目を担当する教員の氏名、経歴の概要等を記載

した書類 

三 専攻科の授業科目を担当する基幹教員（専ら当該専攻科の専攻を本務とする者又

は専ら当該専攻科の専攻の基礎となる学科等の教育研究に従事する者であって、当

該専攻科の専攻の授業科目を担当する者に限る。）の現況等を記載した書類 

２ 機構長は、前項の書類の届出に基づき、専攻科の授業科目を担当する基幹教員（専

ら当該専攻科の専攻を本務とする者又は専ら当該専攻科の専攻の基礎となる学科等の

教育研究に従事する者であって、当該専攻科の専攻の授業科目を担当する者に限る。）

について前審査から原則として半数以上が変更されたと認められるときは、審査実施

年度の７月３１日までに専攻科の授業科目を担当する教員の履歴書、教育研究業績書

及び担当授業科目に係る講義要目の届出を求める通知をし、通知を受けた設置者は、

審査実施年度の９月３０日までに当該書類を届け出るものとする。 

３ 第１項の教育の実施状況等届出書及び同項各号に掲げる書類、前項の専攻科の授業

科目を担当する教員の履歴書、教育研究業績書の様式並びに届出部数は別表のとおり

とする。 

４ 機構長は、必要があると認めるときは、第１項の各号に掲げる書類以外の書類の届



出を求めることができる。 

 

 （教育の実施状況等の審査） 

第４条 機構長は、前条第１項の規定により書類の届出があったときは、学位審査会に

教育の実施状況等の適否について審査を付託するものとする。 

２ 前項の審査の付託があったときは、学位審査会は、当該専攻科の授業科目及び専攻

科の授業を担当する教員について審査を行わせるべき専門委員会を指定し、当該専門

委員会に審査を付託する。 

３ 専門委員会は、前項の審査を終了したときは、その結果を学位審査会に報告する。 

４ 学位審査会は、前項の報告に基づいて教育の実施状況等の適否について審査し、そ

の結果を機構長に報告する。 

 

 （審査結果の通知） 

第５条 機構長は、前条第４項の規定による学位審査会の報告に基づき、教育の実施状

況等の適否について、審査実施年度の３月３１日までに設置者に通知するものとする。 

２ 教育の実施状況等の審査の結果が否とされたときは、前項の通知に際し、理由を示

すものとする。 

 

（書類の届出がない場合の取扱い） 

第６条 第３条第１項又は同条第２項の期限内に書類の届出がない場合には、当該専攻

科の教育の実施状況等の審査は否とみなすものとする。 

 

   附 則 

 この細則は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成１８年３月３１日） 

 この細則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２０年３月３日） 

 この細則は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、様式第３号（注）７の改正

規定については、平成２１年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２２年９月１４日） 

この細則は、平成２２年１１月１日から施行する。 

 

  附 則（平成２６年１２月９日） 



この細則は、平成２６年１２月９日から施行する。 

 

  附 則（平成２８年３月３１日） 

この細則は、平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則（平成３０年２月２２日） 

この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年４月９日） 

この細則は、令和元年５月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年７月９日） 

この細則は、令和元年７月９日から施行する。 

 

附 則（令和３年１０月１２日） 

この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年９月１２日） 

１ この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ なお従前の例により審査を行う場合は、改正前の様式を使用するものとする。 



別表（第３条第３項関係） 

細則 条－項－号 届  出  書  類 様 式 届出部数 

 教育の実施状況等届出書 第１号  

 

 

 

 

電磁的方法 

による記録 

媒体一式 

３－１－一 専攻科等の概要を記載した書類 第２号 

３－１－二 学長又は校長及び専攻科の授業科目

を担当する教員の氏名、経歴の概要

等を記載した書類 

第３号 

３－１－三 専攻科の授業科目を担当する基幹教

員の現況等を記載した書類 

第４号 

３－２ 専攻科の授業科目を担当する教員の

個人調書 

（その１）履歴書 

（その２）教育研究業績書 

第５号 

 



様式第１号 

（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

 

［短期大学又は高等専門学校専攻科の名称］ 

         教育の実施状況等届出書 

 

文 書 記 号 番 号  

（元号） 年 月 日 

独立行政法人 

大学改革支援・学位授与機構長 ○ ○ ○ ○  殿 

 

 

                      短期大学又は高等専門学校の設置者の職名及び氏名  

 

 

（元号）○年○月○日付け支学機構学第○○号にて通知のありました教育の実

施状況等の審査について、認定を受けた専攻科における教育の実施状況等の審査

に関する細則第３条の規定により、別添書類を添えて届け出ます。 

 

（注）設置者の職名は、国公立の短期大学又は高等専門学校の場合にあっては、短

期大学の学長又は高等専門学校の校長、私立の短期大学又は高等専門学校の

場合にあっては、短期大学又は高等専門学校を置く学校法人の理事長とする。 



様式第２号 

（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

 

専攻科等の概要を記載した書類 

事     項 記     入     欄 
備 

考 

設  置  者  学校法人  ○○○○○○○○   

短期大学又は高等専門学校の名称 

及び認定を受けた専攻科の専攻の名称 
 ○○短期大学（高等専門学校）専攻科 ○○専攻   

 

短期大学又は高等専門学校の本部の位置     

 

 

専攻科（専攻）の設置目的      

認定を受けた年度 
（元号） ○年

度 
設置年度 

（元号） ○

年度 
   

専攻科の専

攻の概要 

専攻の名称 修業年限 入学定員 収容定員 在学者数 所 在 地    

                  （設置年度） （修了要件）                

（認定分） ○○専攻 ○年 
人 人 人 

  

   

（○○年度） （○○単位）    

           ○○専攻   
      

   

      

（未認定分）○○専攻   
      

   

      

           ○○専攻   
      

   

      

              計 ―          

短期大学又

は高等専門

学校の学科

等の概要 

      学 科 等 の 名 称 修業年限 入学定員 収容定員 在学者数 所 在 地    

○○学科 ○年 人 人 人 

  

   

○○学科            

○○学科            

○○学科            

              計 ―          

認定を受け

た専攻科の

専攻の教育

課程の概要 

授業科目の名称 
配当 

年次 

主要授業

科目 

単位数 基幹教員配置 

基

幹

教

員

以

外 

助

手 

   

   

必

修 

選

択 

教

授 

准教

授 

講

師 

助

教 
   

［○○専攻］      

○○○○                        

○○○○                        



○○○○                        

○○○○                        

○○○○                        

［○○専攻］      

○○○○                        

○○○○                        

○○○○                        

○○○○                        

○○○○                        

教員組織の

概要 

区   分 

基幹教員 

計 

基

幹

教

員

以

外 

助

手 

   

教授 准教授 講師 助教    

専

攻

科 

 （認定分） ○○専攻 計

（a～d）  
          

a.      

    

   

b.         

小計（a～b）         

c.         

d.         

 （未認定分） ○○専攻 計

（a～d）  
          

a.      

    

   

b.         

小計（a～b）         

c.         

d.         

学

科

等 

  ○○学科 計（a～d）            

a.      

    

   

b.         

小計（a～b）         

c.         

d.         

 

  



（注） 

１ この書類は、認定を受けた専攻科の教育の実施状況等の審査の実施年度の５

月１日現在の状況について記入すること。（以下、特段の定めがない限り同

じ。） 

２ 「専攻科の専攻の概要」の欄中、「専攻の名称｣の欄には、認定分と未認定

分とに分け、専攻ごとに専攻名及び設置年度を記入すること。なお、認定分に

ついて、認定を受けた年度が異なる専攻については、備考欄に（元号）○年度

認定と記入すること。 

３ 「認定を受けた専攻科の専攻の教育課程の概要」の欄中、「基幹教員配置」

及び「基幹教員以外」の欄には、基幹教員（短期大学設置基準（昭和５０年文

部省令第２１号）又は高等専門学校設置基準（昭和３６年文部省令第２３号）

に定める基幹教員をいう。）及び基幹教員以外の配置について、延べ人数を記

入すること。 

また、「主要授業科目」の欄は、授業科目が主要授業科目に該当する場合、

欄に「○」を記入すること。 

４ 「教員組織の概要」の欄中、「専攻科」、「学科等」の欄には、当該短期大

学又は高等専門学校が設置する専攻科及び学科等のすべてについて、専攻科と

学科等に分けて記入すること。その際、「基幹教員」及び「基幹教員以外」の

区分については、上記（注）３による。 

なお、「区分」の欄に基幹教員の配置状況を下記区分に基づき記載するこ

と。 

ａ．専ら当該専攻科の専攻を本務とする者又は専ら当該専攻科の専攻の基礎

となる学科等の教育研究に従事する者であって、当該専攻科の専攻の主要

授業科目を担当する者 主専 

ｂ．専ら当該専攻科の専攻を本務とする者又は専ら当該専攻科の専攻の基礎

となる学科等の教育研究に従事する者であって、当該専攻科の専攻の授業

科目を年間８単位以上担当する者（ａに該当する者を除く） 専 

ｃ．専ら当該短期大学又は高等専門学校の教育研究に従事する者であって、

年間８単位以上の授業科目を担当する者（ａ又はｂに該当する者を除く）

 専他 

ｄ．専ら当該短期大学又は高等専門学校の教育研究に従事する者以外の者又

は当該短期大学又は高等専門学校の教育研究に従事し、かつ専ら当該短期

大学又は高等専門学校の複数の学科等で教育研究に従事する者であって、

年間８単位以上の授業科目を担当する者（ａ、ｂ又は c に該当する者を除

く） 他 

また、教員数については、同一人について、専攻科、学科等の双方を担当す

る場合には、専攻科、学科等のそれぞれに重複して記載すること。 



様式第３号 

（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

 

学長又は校長及び専攻科の授業科目を担当する 

教員の氏名、経歴の概要等を記載した書類 
（専攻科○○専攻） 

個
人
調
書
番
号 

教

員

区

分 

職

名 

 ふりがな氏名

＜就任（予

定）年月＞ 

年

齢 

担

当

授

業

科 

目 

名 

主
要
授
業
科
目 

担当 学歴等 
教育課程の編成等の意思

決定に係る会議等への参

画状況 
教

歴 

 著書・

学術論文

等の数 

現職 

（就任

年月） 単位数 

卒業大学

（学校）

学部学科

名及び卒

業年月          

学位の種類

並びに修了

大学院研究

科名及び修

了年月 

講
義 

演
習 

実
験
・
実
習 

教
授
会 

教
務
委
員
会 

そ
の
他 

「その

他」の場

合、会議

等の名称 

    

 

  

                              

 

                              
 

                              
 

                              
 

                              
 

 

（注） 

１ この書類は、教育の実施状況等の審査を受ける専攻科の専攻ごとに、専攻科の授

業科目を担当する教員（助手を除く。）について作成し、短期大学の学長又は高等

専門学校の校長については最初に記入し、当該専攻担当教員は１人分のスペースを

空けてから記入すること。 

２ 「担当授業科目名」の欄には、当該専攻科○○専攻について担当する授業科目名

のみ記入すること。 

また、「主要授業科目」の欄は、授業科目が主要授業科目に該当する場合、欄に「○」

を記入すること。 

「教育課程の編成等の意思決定に係る会議等への参画状況」の欄は、教育課程の編成そ

の他の学科等の運営について責任を担う教員として、直接的かつ実質的に構成員として参

画する会議等の項目に「○」と記入すること。「その他」を選択した場合は、当該会議が

教育課程の編成や学生の入学、卒業及び課程の修了等についての審議を行う会議に該当す

る具体的な会議名を記載すること。 

３ 同一専攻において二つ以上の授業科目を担当する教員については、「担当授業科

目名」の欄にその者の担当する授業科目名を一括して記入し、同一教員を再掲しな

いこと。 

４ 教員区分の欄には、主専、専、専他、他、基幹以外（主専、専、専他、他、基幹以外の

区分については、様式第２号（注）３、４によること）の順とすること。また、主専、

専、専他、他の教員の記入については、それぞれ教授、准教授、講師及び助教の順と

すること。 

５ 「年齢」の欄の年齢は、審査実施年度の５月１日現在の満年齢とする。 

６ 教歴の欄には、大学、短期大学、国立工業教員養成所、国立養護教諭養成所、高

等専門学校における専任教員又は基幹教員としての経験年数（審査実施年度の５月１



日現在）を記入すること。 

７ 「著書、学術論文等の数」の欄の括弧内には、認定の審査、再審査又は教育の実

施状況等の審査のうち直近の審査以降の著書、学術論文等の数を内数で記入するこ

と。 

８ この書類には、当該専攻科の専攻におけるすべての授業科目について、その内容

を記載した「講義要目」を添付すること。 



様式第４号 
（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

 
専攻科の授業科目を担当する基幹教員の現況等を記載した書類 

 
○○短期大学専攻科（高等専門学校）○○専攻 

個
人
調
書
の
番
号 

 ふりが

な 

 

氏  

名 

  

前  審  査  の  状  況 

（（元号）○○年○月） 

  

現            況 

（（元号）○○年５月）    

教員区

分 

 職 

名 

主

要

授

業

科

目 

 担当授業科目

名 

 備  

考 

教員区

分 

 職 

名 

主

要

授

業

科

目 

 担当授業科目

名 

 備  

考 

  

  

    

      

    

      

              

              

  

  

    

      

    

      

              

              

  

  

    

      

    

      

              

              

                        

 …
       

…
 

…
      

…
 

                        

  

  

    

      

    

      

              

              

  

  

    

      

    

      

              

              

  

  

    

      

    

      

              

              

基
幹
教
員
数
計 

教員区

分 
職名 基幹教員数   

教員区

分 
職名   基幹教員数   

主専   
    

人   主専   人 
（  ）

人 
  

  教授     人     教授   人 
（  ）

人 
  

  准教授     人     准教授   人 
（  ）

人 
  



  講師     人     講師   人 
（  ）

人 
  

  助教     人 
    

助教  人 
（  ）

人 
  

専   
    

人   専     人 
（  ）

人 
  

  教授     人     教授   人 
（  ）

人 
  

  准教授     人     准教授   人 
（  ）

人 
  

  講師     人     講師   人 
（  ）

人 
  

  助教     人 
    

助教  人 
（  ）

人 
  

計   人 
  

計   人 
（  ）

人 
  

 

（注） 

１ この書類は、短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定に関する規則（平成１６

年４月１日規則第２９号）第４条、第７条又は第９条の規定による審査のうち直近

の審査（以下「前審査」という。）における専攻科の授業科目を担当する基幹教員

（専ら当該専攻科の専攻を本務とする者又は専ら当該専攻科の専攻の基礎となる学科等の教

育研究に従事する者であって、当該専攻科の専攻の授業科目を担当する者に限る。（様式第

２号（注４）「主専」、「専」をいう。））の状況（現況において基幹教員でない者も含

む。）と、教育の実施状況等の審査の実施年度の５月１日現在のすべての基幹教員

（様式第２号（注４）「主専」、「専」をいう。）の現況について記入すること。なお、

前審査後基幹教員でなくなった者の現況の欄は空欄とし、また、前審査後において専

攻科の授業科目を担当する基幹教員に就任した者については、現況の欄の前審査を受

けた教員に引き続き記入すること。 

２ 教員区分の欄には、主専、専（主専、専の区分については、様式第２号（注）４によるこ

と）の順とすること。また、主専、専の教員の記入については、それぞれ教授、准教授、講

師及び助教の順とすること。 

３ 「担当授業科目名」の欄には、当該専攻科の専攻について担当する授業科目名の

み記入すること。 

また、「主要授業科目」の欄は、授業科目が主要授業科目に該当する場合、欄に「○」を

記入すること。 

４ 基幹教員の現況の「基幹教員数計」の欄の括弧の中には、専攻科の授業科目を担当

する基幹教員のうち審査を受けていない教員数を内数で記入すること。 

５ 「備考」の欄には、記入しないこと。 



様式第５号  

（用紙 日本産業規格Ａ４縦型） 

専攻科の授業科目を担当する教員の個人調書  

（その１）  

履    歴    書  

ふ  り  が  な  
 

氏      名  
 性別   年齢  満   歳  

学            歴  

年      月  事          項  

  

職            歴  

年      月  事          項  

  

学会及び社会における活動等  

年      月  事          項  

  

賞            罰  

年      月    

職   務   の   状   況  

勤  務  先  職  名  
学部、学科  
等（所属部  
局）の名称  

担当授業  
 

科  目  名  

担当単位数  

備  考  基幹教員  基幹教員

以外  

計  

        

        

        

上記のとおり相違ありません。  

 年   月   日  

氏名          

（注） 

１ この書類は、教育の実施状況等の審査を受ける専攻科の授業科目を担当
する教員（助手を除く。）について作成すること。（（その２）についても
同じ。） 

２ 「年齢」の欄は、様式第３号（注）５によること。 
３ 「学歴」の欄には、大学、短期大学若しくは高等専門学校又はこれらと同等

以上と認められる学校卒業以上の学歴を有する者は、これらの学歴のすべてに
ついて記入し、その他の者は、最終学歴について記入すること。なお、学位称
号等についても同欄に記入すること。 

４ 「職歴」の欄には、職歴のすべてについて記入し、職名、地位等についても
明記すること。 

５ 「学会及び社会における活動等」の欄には、本人の専攻、研究分野等に関連
した事項についてのみ記入すること。また、教育研究上の業績を有する場合は、
その内容を具体的に記入すること。 

６ 「職務の状況」の欄には、記入日現在における職務の状況について記入する
こと。 

  



（その２）  

教  育  研  究  業  績  書  

 

年   月   日   

 

氏名          

教  育  上  の  能  力  に  関  す  る  事  項  

事  項  年  月  日  概        要  

１ 教育方法の実践例 

 

  

２ 作成した教科書、教材 

 

  

３ 教育上の能力に関する学校の評価 

 

  

４ 実務の経験を有する者についての特記事項 

 

  

５ その他 

 

  

職  務  上  の  能  力  に  関  す  る  事  項  

事  項  年  月  日  概        要  

１ 資格、免許 

 

  

２ 特許等 

 

  

３ 実務の経験を有する者についての特記事項 

 

  

４ その他 

 

  

研  究  業  績  等  に  関  す  る  事  項  

著書、学術論文等の名称 単著・ 

共著の別 

発行又は 

発表の年月 

発行所、発表雑誌

等又は発表学会等

の名称 

 

概      要  

 

（著書）  

１  

２  

・  

    

（学術論文）  

１  

２  

・  

    

（その他）  

１  

２  

・  

    

 

 
 



（注） 

１（１）この書類は、教育方法の実践例、作成した教科書、教材等及び職務上の

能力並びに担当授業科目等に関連する主要な著書、学術論文等（発行又

は発表が予定されているものを含む。）について作成すること。また、

作成に当たっては、新しいものから順に記入すること。 

（２）「著書、学術論文等の名称」の欄には、著書、学術論文及びその他の順

に、それぞれ年月順に番号を付して記入すること。 

（３）「概要」の欄には、教育方法の実践例、作成した教科書、教材等、職務

上の能力、著書及び学術論文等に関する事項の概要について、教育方法

の実践例、作成した教科書、教材等、職務上の能力、著書及び学術論文

等に関する事項ごとに２００字程度で具体的に記入すること。なお、著

書、学術論文等が共著の場合は、担当部分及び頁数を明記し、また、本

人の氏名を含め著作者全員の氏名を当該著書、学術論文等に記載された

順に記入すること。 

２ この書類には、当該教員が専攻科において担当するすべての授業科目につい

て、その内容を記載した「講義要目」を添付すること。 


